
 

－１８－ 

平成１７年３月期 個別中間財務諸表の概要  平成１６年１０月１４日  

上場会社名  上 場 取 引 所 東京証券取引所（市場第一部） 

コード番号 ７ ９ ４ ９  大阪証券取引所（市場第一部） 

（ＵＲＬ http://www.komatsuwall.co.jp/） 本社所在都道府県 石川県 

代 表 者 役 職 名            代表取締役社長 氏名  加 納   裕  

問合せ先責任者役職名            取締役経理部長 氏名  鈴 木 裕 文  

Ｔ Ｅ Ｌ （０７６１）２１－３１３１   

決算取締役会開催日  平成１６年１０月１４日 中間配当制度の有無 有 ・ 無 
中間配当支払開始日  平成１６年１１月２６日 単元株制度採用の有無 有(１単元１００株)  
 
１．平成１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
（１）経営成績                                                              （百万円未満切捨） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
平成 16 年 9 月中間期 １０，６４６ (   6.1) ８４９ (   1.9) ９４５ (   7.2) 
平成 15 年 9 月中間期 １０，０３１ (   0.3) ８３４ (△ 7.3) ８８２ (△11.6) 
平成 16 年 3 月期 ２３，１８０ (   5.6) ２，０７４ (   7.2) ２，１４８ (   4.7) 
 

１ 株 当 た り  
中間(当期)純利益 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 
 百万円 ％       円   銭 
平成 16 年 9 月中間期 ５７３ (  16.5) ５４  ２１ 
平成 15 年 9 月中間期 ４９２ (△11.6) ４５  ６５ 
平成 16 年 3 月期 １，２１８ (  10.1) １０８  ７０ 
（注）①期中平均株式数 平成 16 年 9 月中間期 10,582,691 株  平成 15 年 9 月中間期 10,789,184 株 

平成 16 年 3 月期 10,686,008 株 
 ②会計処理の方法の変更  無 
 ③売上高､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（２）配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金 
       円   銭       円   銭 

平成 16 年 9 月中間期 １６  ５０ － 
平成 15 年 9 月中間期 １４  ５０ － 
平成 16 年 3 月期 － ３２  ００ 
(注)平成 16 年 9 月中間期配当金の内訳 記念配当 －円－銭  特別配当 －円－銭 
（３）財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％     円  銭 
平成 16 年 9 月中間期 ２４，８９９ ２０，７２０ ８３．２ １，９５７ ９９ 
平成 15 年 9 月中間期 ２３，４４８ １９，８４８ ８４．６ １，８７５ ５４ 

平成 16 年 3 月期 ２４，５７８ ２０，４３８ ８３．２ １，９２５ ８８ 
（注）①期末発行済株式数 平成 16 年 9 月中間期 10,582,540 株  平成 15 年 9 月中間期 10,582,839 株 

平成 16 年 3 月期 10,582,800 株 
②期末自己株式数  平成 16 年 9 月中間期 320,700 株  平成 15 年 9 月中間期 320,401 株 

平成 16 年 3 月期 320,440 株 

２．平成１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金             
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期  末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 ２４，５００ ２，３７０ １，３６０ １６ ５０ ３３ ００ 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） １２３円１３銭  
 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際
の業績は、 今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 

 



－１９－ 

比 較 中 間 貸 借 対 照 表 
 

（百万円未満切捨） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の 
要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 15 年 9 月 30 日現在) (平成 16 年 9 月 30 日現在) (平成 16 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  
％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産       

 １． 現 金 及 び 預 金 ５，７６９  ５，５６６  ３，８８５  

 ２． 受 取 手 形 ３，２２６  ３，４１９  ４，２７５  

 ３． 売 掛 金 ２，６６０  ２，６９６  ４，０３４  

 ４． 棚 卸 資 産 ２，５３８  ３，１２８  ２，５５５  

 ５． そ の 他 ５０６  ４７７  ６２０  

  貸 倒 引 当 金 △ ６７  △ ７７  △ １０６  

 流 動 資 産 合 計 １４，６３３ ６２．４ １５，２０９ ６１．１ １５，２６５ ６２．１ 

Ⅱ 固 定 資 産       

 １． 有 形 固 定 資 産       

  （１）建   物 １，２８４  １，４６５  １，４０８  

  （２）土   地 ２，６１８  ２，９８６  ２，６６２  

  （３）そ の 他 ５０３  ７０６  ７３１  

 有形固定資産合計 ４，４０５ １８．８ ５，１５８ ２０．７ ４，８０２ １９．６ 

 ２． 無 形 固 定 資 産 ３５２ １．５ ３６６ １．５ ３７６ １．５ 

 ３． 投資その他の資産        

  （１）保険積立金 ２，９１７  ３，０９３  ３，００１  

  （２）そ の 他 １，３５４  １，１９６  １，２７２  

  貸倒引当金 △ ２１４  △ １２５  △ １４０  

 投資その他の資産合計 ４，０５７ １７．３ ４，１６４ １６．７ ４，１３３ １６．８ 

 固 定 資 産 合 計 ８，８１５ ３７．６ ９，６８９ ３８．９ ９，３１２ ３７．９ 

 資 産 合 計 ２３，４４８ １００．０ ２４，８９９ １００．０ ２４，５７８ １００．０ 

       



－２０－ 

 

 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の 
要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 15 年 9 月 30 日現在) (平成 16 年 9 月 30 日現在) (平成 16 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債       

 １．買 掛 金 １，２８０  １，３７３  １，６３１  

 ２．未 払 金 ３７５  ３９８  ５２３  

 ３．未 払 法 人 税 等 ３８７  ３８７  ４５３  

 ４．賞 与 引 当 金 ５０８  ５２２  ５４２  

 ５．そ の 他 ７５１  １，１１１  ６５０  

 流 動 負 債 合 計 ３，３０４ １４．１ ３，７９２ １５．２ ３，８００ １５．４ 

Ⅱ 固 定 負 債       

 １．退職給付引当金 ２９６  ３８６  ３４０  

  固 定 負 債 合 計 ２９６ １．３ ３８６ １．６ ３４０ １．４ 

 負 債 合 計 ３，６００ １５．４ ４，１７９ １６．８ ４，１４０ １６．８ 

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資  本  金 ３，０９９ １３．２ ３，０９９ １２．４ ３，０９９ １２．６ 

Ⅱ  資 本 剰 余 金       

 １．資 本 準 備 金         ３，０３１  ３，０３１  ３，０３１  

 ２．その他資本剰余金 －  ０  ０  

 資本剰余金合計 ３，０３１ １２．９ ３，０３１ １２．２ ３，０３１ １２．４ 

Ⅲ  利 益 剰 余 金       

 １．利 益 準 備 金 ３０１  ３０１  ３０１  

 ２．任 意 積 立 金 １２，８９０  １３，６８４  １２，８９０  

 ３．中間(当期)未処分利益 ７６５  ８７５  １，３３７  

 利益剰余金合計 １３，９５７ ５９．５ １４，８６１ ５９．７ １４，５２９ ５９．１ 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ９６ ０．４ ６４ ０．３ １１３ ０．５ 

Ⅴ 自 己 株 式 △ ３３６ △ １．４ △ ３３７ △ １．４ △ ３３６ △ １．４ 

 資 本 合 計 １９，８４８ ８４．６ ２０，７２０ ８３．２ ２０，４３８ ８３．２ 

 負 債 資 本 合 計 ２３，４４８ １００．０ ２４，８９９ １００．０ ２４，５７８ １００．０ 
       



－２１－ 

比 較 中 間 損 益 計 算 書 
 

（百万円未満切捨） 

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会計期間 
前 事 業 年 度 の 
要 約 損 益 計 算 書 

自平成 15 年 4 月 1 日 

至平成 15 年 9 月 30 日 

自平成 16 年 4 月 1 日 

至平成 16 年 9 月 30 日 

自平成 15 年 4 月 1 日 

至平成 16 年 3 月 31 日 

期  別 

 

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 １０，０３１ １００．０ １０，６４６ １００．０  ２３，１８０ １００．０ 

Ⅱ 売 上 原 価 ６，８０３ ６７．８ ７，３２９ ６８．８ １６，１０６ ６９．５ 

 売 上 総 利 益 ３，２２７ ３２．２ ３，３１７ ３１．２ ７，０７４ ３０．５ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２，３９３ ２３．９ ２，４６７ ２３．２ ４，９９９ ２１．５ 

  営 業 利 益 ８３４ ８．３ ８４９ ８．０ ２，０７４ ９．０ 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ７５ ０．８ １０３ １．０ １０６ ０．４ 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ２７ ０．３ ７ ０．１ ３２ ０．１ 

 経 常 利 益 ８８２ ８．８ ９４５ ８．９ ２，１４８ ９．３ 

Ⅵ 特 別 利 益 １ ０．０ ３９ ０．３ ４ ０．０ 

Ⅶ 特 別 損 失 １２ ０．１ ２３ ０．２ ２６ ０．１ 

 税引前中間(当期)純利益 ８７１ ８．７ ９６１ ９．０ ２，１２５ ９．２ 

 法人税､住民税及び事業税 ３９６ ３．９ ３７５ ３．５ ９６２ ４．１ 

 法 人 税 等 調 整 額 △ １７ △ ０．1 １２ ０．１ △ ５４ △ ０．２ 

 中 間 ( 当期 )純 利益 ４９２ ４．９ ５７３ ５．４ １，２１８ ５．３ 

 前 期 繰 越 利 益 ２７２  ３０２  ２７２  

 中 間 配 当 額 －  －  １５３  

 中間（当期）未処分利益 ７６５  ８７５  １，３３７  

        



－２２－ 

中間財務諸表作成の基本となる事項 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

① 子会社株式    ・・・ 移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの ・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ・・・ 移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産 

製品、仕掛品及び未成工事 ・・・ 個別法による原価法 

原 材 料        ・・・ 移動平均法による原価法 

貯 蔵 品        ・・・ 最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産         ・・・ 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法 

主な耐用年数は以下のとおり 

建物 ８～５０年   

無 形 固 定 資 産         ・・・ 利用可能期間（５年）に基づく定額法 

（ソフトウェア）      

 

３．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金       ・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

賞 与 引 当 金       ・・・従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌事業年度か

ら会計処理しております。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。



－２３－ 

 

 

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
  

  
[１株当たりの配当金内訳] 
 前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度 
 （中間配当） （中間配当） （年間配当） 

普通（旧）株式 円   銭 円   銭 円   銭 
（内訳） １４  ５０ １６  ５０ ３２  ００ 
記念配当 － － － 
特別配当 － － ３  ００ 

 
［注記事項］ 
（貸借対照表関係）              前中間会計期間末  当中間会計期間末   前事業年度末 
                      百万円       百万円      百万円 
１．有形固定資産の減価償却累計額     ４，２０６     ４，３２３    ４，２４４ 

 
（損益計算書関係）            前中間会計期間    当中間会計期間       前事業年度 
                         百万円       百万円      百万円 
１．減価償却実施額     有形固定資産 

無形固定資産  
９７ 
４４ 

１１４ 
５８ 

２０７ 
９３ 

２．営業外収益のうち主要なもの 
   受取利息                ３ ２ ５ 
３．営業外費用のうち主要なもの 
売上割引 
自己株式買付費用         

 
４ 
２３ 

７ 
－ 

８ 
２３ 

 
 

（リース取引関係） 
 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
 
 
 

以 上 


